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自然災害・工場内事故による稼動停止リスク
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自然災害･工場内事故で稼動停止への事前準備事項

① サプライヤーの対策啓発
火災事故、自然災害の危険度の高いサプライヤーは、
日頃から安全や災害対策に関する啓発活動や想定訓練を行う

② 生 産 分 散
寡占サプライヤーに対して、生産拠点の複数化を依頼して、
リスクを分散する

③ セカンドソースの確保
供給源の複数化を図ってリスク軽減・分散をする。
リスク管理面から複数調達が基本である。

④ 戦略的備蓄
安全在庫として不測の事態が生じた時のリカバー期間分を
在庫として持つ
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自然災害･工場内事故で稼動停止発生時の対処

① センター機能の設置

② 被害状況確認
報道などを参考し、連絡をとる手段を選ぶ
メール → ＦＡＸ → 電話

③ 関係部門召集

④ 訪 問
タイミングを考える。支援・物資など

⑤ 対策行動
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BCP:事業継続計画（Business Continuity Plan）

企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、
事業資産の損害を最小限に食い止め、中核となる事業の継続あるいは
早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における
事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画

① 優先して継続・復旧すべき中核事業を特定する

② 緊急時における中核事業の復旧目標時間を定めておく

③ 緊急時に提供できるサービスのレベルについて顧客と予め協議しておく

④ 事業拠点や生産設備、仕入品調達等の代替策を用意しておく

⑤ 従業員と事業継続について日頃からコミュニケーションを図っておく
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サプライヤーが被災した！

被災状況入手

被災状況
確 認

代替え調達検討

現地確認

① 在庫数量確認
② 生産引当可能期間を算定
③ 被災サプライヤーの出荷可能数量確認
④ 復旧期間を想定
⑤ 品質確保でき、初品立上期間とコストのバランス
⑥ 代替え可能なサプライヤー選定（セカンドサプライヤー事前準備）
⑦ 同類似調達先に代替え増産依頼
⑧ 見積入手
⑨ 再建の意思確認
⑩ 再建後は従来通り発注

軽微

重大

① 報道などを参考し、連絡をとる手段を選ぶ
メール → ＦＡＸ → 電話
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サプライヤーが被災した！

訪問、支援 ① 支援検討し、必要・可能な支援を実施
② タイミングをみてサプライヤー訪問

① 復旧・調達再開計画を協議
② 復旧状況を見極め、代替え調達先へ最終発注を決める

代替え調達実施 ① 新規（転注含む）立上手順で行う
② 代替え調達先は限定発
③ 品証・製造・設計・営業に最大の協力要請

復旧状況監視

① 将来の調達リスクの低減検討

復旧立上

被災前正常調達

① 新規（転注含む）立上手順で行う
② 品証・製造・設計・営業に協力要請
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サプライヤー倒産対応マニュアル

倒産情報入手

倒産事実
確認

関係部署招集

財務状況入手

① 直接訪問により確認（電話確認、社外確認はＮＧ）
② 倒産事実が確認できたら、生産継続の可能性確認と二次委託先確認
③ 倒産事実が確認できたら、調達本部、経理課へ連絡

Ｎｏ

Ｙｅｓ

① 直近1年の発注実績等により関係部署の洗い出し

注文残
貸与品確認

① 注文残、貸与品の確認
② 生産計画の確認
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サプライヤー倒産対応マニュアル

二次委託先
生産継続依頼

① 直接訪問して生産継続の依頼をする

貸与品など
搬出

① 当社資産の貸与品（金型、木型、治工具）の搬出依頼
自社資産もサプライヤー（弁護士）の了解なしに
無断で持ち出すことは法律で禁止（刑法242条）

② 完成品、仕掛品、原材料の買取依頼
③ 貸与品、完成品等のリストを作成
④ 現地で、現物確認
⑤ 手配したトラックで搬出
⑥ 貸与品、完成品等のリストに、搬出品、不明品を明記
⑦ 上記搬出リストに、社印を押印し、サプライヤーへ提出

新規発注先
作 業 債権譲渡通知書 → 経理課の指示を仰ぐ

搬出リスト




